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的機関、高等教育機関）に改定する。   
会社等    →営利企業 
研究機関 
     うち国公立、特殊法人 
→公的機関 
     うち民間 
（対家計非営利団体） 
→非営利団体 




















【説明】フラスカティ・マニュアルでは、調査対象ユニットは、1) business enterprise、2) government、3) private 






































 Industry                          産業                   ISIC rev.3/ NACE rev.1 
Mining                             鉱業    14 
 Manufacturing           製造業            15-37 
 Utilities, construction              公益業，建設業  40, 41, 45 
 Wholesale                          卸売業   50 
 Transport, storage & communication  運輸業・倉庫業・通信業   60-64 
 Financial intermediation       金融仲介業  65-67 
 Computer and related activities       コンピュータおよび関連活動  72 
 R&D services                       研究開発サービス  73 
 Architectural, engineering and        建築・エンジニアリングおよび 





















































































































































  常時 臨時 
雇用   雇用関係 
非雇用（派遣・下請等）   

















































現行調査区分 試験調査区分 大学・企業等(一般例) 科学技術政策研究所(例) 




































   




  1) 研究補助者の重要性 
研究支援者を充実していくことは、科学技術政策の重点課題の一つであり、研究補助者の実態を正確に把握し



































































項目名 総務省からの当初提案 結論   意見・理由・対応案等 





























































































  *1 博士課程修了のほか、満期退学を含む 























































































































































































































(4) 出資の取扱い 適切な取扱いについて検討する。 調査項目の変更・新設は行わな










7 性格別研究費  適切な取扱いについて、調査客体への
ヒアリング等を踏まえて検討する。 
































































































































































 全てのセクターで 5 月 1 日現在
での調査が可能かどうか、総務省
において検討中である。 
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